

愛媛県告示第８０４号
次に掲げる専用公印は、平成１５年３月３１日限り、廃止した

。

平成１５年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行


愛媛県教育委員会告示第１号
学校教育法施行令（昭和２８年政令第３４０号）第３４条第３項

の規定により、指定技能教育施設の連携措置に係る科目を次

のとおり指定した。

平成１５年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

１ 技能教育のための施設の名称

国際情報高等学院

２ 連携措置に係る科目及び連携措置に係る科目に対応する

高等学校の科目

３ 指定年月日

平成１５年３月２０日


愛媛県人事委員会規則６－１６２
一般職の任期付職員の採用等に関する規則を次のように定

める。

平成１５年３月３１日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

一般職の任期付職員の採用等に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、一般職の任期付職員の採用等に関する

条例（平成１５年愛媛県条例第１号。以下「条例」という。

）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（特定任期付職員の号給の決定）

第２条 特定任期付職員（条例第４条第１項に規定する特定

任期付職員をいう。以下同じ。）の同項に規定する給料表

の号給は、その者の専門的な知識経験又は識見の度並びに

その者が従事する業務の困難及び重要の度に応じて決定す

るものとし、その決定の基準となるべき標準的な場合は次

の各号に定めるとおりとする。

� 高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を

活用して業務に従事する場合 １号給

� 高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を

活用して困難な業務に従事する場合 ２号給

� 高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を

活用して特に困難な業務に従事する場合 ３号給

� 特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経

験を活用して特に困難な業務に従事する場合 ４号給

� 特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経

験を活用して特に困難な業務で重要なものに従事する場

合 ５号給

� 極めて高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有す

発 行 愛 媛 県
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る者がその知識経験等を活用して特に困難な業務で重要

なものに従事する場合 ６号給

	 極めて高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有す

る者がその知識経験等を活用して特に困難な業務で特に

重要なものに従事する場合 ７号給

（特定任期付職員業績手当）

第３条 条例第４条第４項の特に顕著な業績を挙げたかどう

かは、同条第２項又は第３項の規定により特定任期付職員

の給料月額が決定された際に期待された業績に照らして判

断するものとする。

第４条 特定任期付職員業績手当は、１２月１日（以下「基準

日」という。）に在職する特定任期付職員のうち、特定任

期付職員として採用された日から当該基準日までの間（特

定任期付職員業績手当の支給を受けたことのある者にあっ

ては、支給を受けた直近の当該手当に係る基準日の翌日か

ら直近の基準日までの間）にその者の特定任期付職員とし

ての業務に関し特に顕著な業績を挙げたと認められる特定

任期付職員に対し、当該基準日の属する月の期末手当及び

勤勉手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７

－２０４）第１５条に規定する期末手当の支給日に支給するこ

とができるものとする。

（第２条第２項任期付職員の級別資格基準表の適用方法等

の特例）

第５条 条例第２条第２項の規定により任期を定めて採用さ

れた職員（以下「第２条第２項任期付職員」という。）で

あって、その者が有する専門的な知識経験、従事する業務

等に照らして、職員の採用及び昇任に関する規則（愛媛県

人事委員会規則６－５）の規定による試験のうちいずれか

の試験の結果により採用された者に相当する者として人事

委員会が認めたものについては、職員の初任給、昇格、昇

給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４３。以下「

初任給等規則」という。）別表第１１から別表第１９までに定

める級別資格基準表（以下この条及び次条において「級別

資格基準表」という。）の試験欄の「正規の試験」の区分

のうち当該試験に対応する区分を適用することができる。

２ 第２条第２項任期付職員に対して初任給等規則第９条第

２号の規定を適用する場合において、部内の他の職員との

均衡上必要があると認められるときは、級別資格基準表に

定める必要経験年数に１００分の８０以上１００分の１００未満の

割合を乗じて得た年数をもって、級別資格基準表の必要経

験年数とすることができる。

（第２条第２項任期付職員の給料月額の決定等の特例）

第６条 新たに第２条第２項任期付職員となった者の給料月

額及びこれに係る次期昇給予定の時期は、採用の日の前日

から、級別資格基準表を適用する場合における当該職員の

経験年数に相当する期間をさかのぼった日に採用され、引

き続き在職したものとみなして、当該さかのぼった日にお

いて、初任給等規則別表第２３から別表第３１までに定める初

任給基準表（以下この条において「初任給基準表」という

。）を適用して得られる初任給（前条第１項の規定の適用

を受ける職員にあっては、同項の規定による級別資格基準

表の区分と同一の初任給基準表の試験欄の区分を適用して

得られる初任給）を基礎とし、かつ、部内の他の職員との

均衡を考慮して昇格、昇給等の規定を適用した場合に当該

採用の日に受けることとなる給料月額及びこれに係る次期

昇給予定の時期の範囲内で決定することができる。

（初任給等規則の規定の適用に関する読替え）

第７条 前条の規定の適用を受ける第２条第２項任期付職員

については、初任給等規則第８条の２第１号中「第１７条」

とあるのは「一般職の任期付職員の採用等に関する規則（

愛媛県人事委員会規則６－１６２）第６条」と、初任給等規

則第２４条第２項第２号中「第１７条」とあるのは「一般職の

任期付職員の採用等に関する規則第６条」として、これら

の規定を適用する。

（雑則）

第８条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関

し必要な事項は、人事委員会が定める。

附 則

この規則は、平成１５年４月１日から施行する。
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愛媛県人事委員会規則７－９７２
職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部を改正す

る規則を次のように定める。

平成１５年３月３１日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部を改

正する規則

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委

員会規則７－１）の一部を次のように改正する。

第７条の見出し中「衛生環境研究所等」を「紙産業研究セ

ンター等」に改め、同条第１項の表勤務箇所名の欄中「繊維

「繊維産業試験場

産業試験場」を 紙産業研究センター に改め、「製紙試験

窯業試験場 」

場」を削り、同条第２項の表勤務箇所名の欄中「繊維産業試

「繊維産業試験場

験場」を 紙産業研究センター に改め、「健康増進センタ

窯業試験場 」

ー」及び「製紙試験場」を削る。

第３４条の２第７項中「第１４条第１４項後段」を「第１４条第１５

項後段」に改める。

第３４条の５第２項中「大型特殊自動車」の下に「及び小型

特殊自動車」を加える。

附 則

この規則は、平成１５年４月１日から施行する。
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愛媛県人事委員会規則７－９７３
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正す

る規則を次のように定める。

平成１５年３月３１日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改

正する規則

愛 媛 県 報平成１５年３月３１日 第１４４３号外３
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職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委

員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

第２２条第６項を次のように改める。

６ 降格した職員のうち、次の各号に掲げる職員に対する当

該降格後の最初の昇格に係る第１項又は第２項の規定の適

用については、当該各号に定めるところによる。

� 降格後の給料月額を当該降格の日の前日に受けていた

給料月額と同じ額の給料月額（同じ額の給料月額がない

ときは、当該受けていた給料月額の直近下位の額の給料

月額。次号において同じ。）に決定された職員及び当該

降格後の給料月額から昇格させた場合における当該昇格

後の給料月額を考慮してこれに準ずるものとして人事委

員会が認める職員（第３号に掲げる職員を除く。） 第

１項第２号中「当該給料月額と同じ額の号給（同じ額の

号給がないときは、当該給料月額の直近上位の額の号給

。以下この条において「対応号給」という。）の１号給

上位の号給」とあるのは「当該給料月額と同じ額の号給

（同じ額の号給がないときは、当該給料月額の直近上位

の額の号給。以下この条において「対応号給」という。

）」と、同項第３号及び第４号中「対応号給の２号給上

位の号給」とあるのは「対応号給」（当該降格後の給料

月額を特定号給表に掲げる号給より下位の号給に決定さ

れた職員が特定号給表に掲げる号給以上の給料月額から

昇格する場合にあつては、「対応号給の１号給上位の号

給」）とするほか、当該降格後の給料月額を特定号給表

に掲げる号給以上の給料月額に決定された場合に限り、

第２項第３号及び第４号中「対応号給の１号給上位の号

給」とあるのは「対応号給」とする。

� 降格後の給料月額を当該降格の日の前日に受けていた

給料月額と同じ額の給料月額の直近下位の給料月額に決

定された職員及び当該降格後の給料月額から昇格させた

場合における当該昇格後の給料月額を考慮してこれに準

ずるものとして人事委員会が認める職員（前号又は次号

に掲げる職員を除く。） 当該降格後の給料月額を特定

号給表に掲げる号給以上の給料月額に決定された場合に

限り、第１項第３号及び第４号中「対応号給の２号給上

位の号給」とあるのは、「対応号給の１号給上位の号給

」とする。

� ２級以上下位の職務の級へ降格した職員 第１項第２

号中「当該給料月額と同じ額の号給（同じ額の号給がな

いときは、当該給料月額の直近上位の額の号給。以下こ

の条において「対応号給」という。）の１号給上位の号

給」とあり、同項第３号及び第４号中「対応号給の２号

給上位の号給」とあり、並びに第２項第３号及び第４号

中「対応号給の１号給上位の号給」とあるのは、「人事

委員会の定めるところにより得られる号給」とする。

附 則

この規則は、平成１５年４月１日から施行する。
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愛媛県人事委員会規則７－９７４
職員の通勤手当の支給等に関する規則の一部を改正する規

則を次のように定める。

平成１５年３月３１日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

職員の通勤手当の支給等に関する規則の一部を改正す

る規則

職員の通勤手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会

規則７－６５）の一部を次のように改正する。

第８条の３第１号中「使用しなければ通勤することが著し

く困難である職員」の下に「（自転車等の使用距離が片道９５

キロメートル以上であり、かつ、運賃等相当額が２，２００円未

満となる職員（前条に規定する職員を除く。）を除く。）」

を加える。

第１７条の次に次の２条を加える。

（条例第１０条第５項の人事委員会規則で定める橋その他の

施設）

第１７条の２ 条例第１０条第５項の人事委員会規則で定める橋

その他の施設は、西瀬戸自動車道（今治インターチェンジ

と今治北インターチェンジの間を除く。）とする。

（通行料金の２分の１相当額の算出の基準）

第１７条の３ 条例第１０条第５項に規定する通行料金の額の２

分の１に相当する額（以下「通行料金の２分の１相当額」

という。）の算出は、前条に定める橋その他の施設を利用

する場合における通勤の経路及び方法が通行料金、時間、

距離等の事情に照らし最も経済的かつ合理的と認められる

ものによる通行料金の額によるものとする。

２ 第７条及び第８条の規定は、通行料金の２分の１相当額

の算出について準用する。

別記様式（表）中「特急列車等の」を「特急列車等又は西

瀬戸自動車道の」に改め、「の特別料金等」の下に「又は通

行料金」を加え、「□ 条例第１０条第４項」を
「□ 条例第

□ 条例第

１０条第４項
に改める。

１０条第５項」

附 則

（施行期日等）

１ この規則は、平成１５年４月１日から施行する。

２ 改正後の職員の通勤手当の支給等に関する規則（以下「

新規則」という。）第８条の３第１号の規定は、平成１５年

１月１日から適用する。

（経過措置）

３ この規則施行の際現に提出されている改正前の職員の通

勤手当の支給等に関する規則（以下「旧規則」という。）

別記様式の規定による通勤届兼通勤手当認定・確認簿は、

新規則別記様式の規定による通勤届兼通勤手当認定・確認

簿とみなす。

４ この規則施行の際現にある旧規則別記様式の規定による

通勤届兼通勤手当認定・確認簿の用紙は、当分の間、これ

を訂正して使用することができる。
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愛媛県人事委員会規則７－９７５
期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則及び管理職員

特別勤務手当に関する規則の一部を改正する規則を次のよう

に定める。

平成１５年３月３１日

愛 媛 県 報平成１５年３月３１日 第１４４３号外３

３



愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則及び管理

職員特別勤務手当に関する規則の一部を改正する規則

（期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部改正

）

第１条 期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則（愛媛

県人事委員会規則７－２０４）の一部を次のように改正する

。

第３条第３号イ中「国の経営する企業に勤務する職員の

給与等に関する特例法」を「国有林野事業を行う国の経営

する企業に勤務する職員の給与等に関する特例法」に改め

る。

第５条の４第１項中「掲げる職員」の下に「、一般職の

任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年愛媛県条例第

１号。以下「任期付職員条例」という。）第４条第１項に

規定する給料表の適用を受ける職員（４号給以下の号給を

受ける職員を除く。以下同じ。）」を加え、同条第２項中

「占める職員」の下に「、任期付職員条例第４条第１項に

規定する給料表の適用を受ける職員」を加える。

第７条第１項第２号イ中「国の経営する企業に勤務する

職員の給与等に関する特例法」を「国有林野事業を行う国

の経営する企業に勤務する職員の給与等に関する特例法」

に改める。

別表第１大学教育職員給料表の項の次に次のように加え

る。

任期付職員条例
第４条第１項に
規定する給料表

５号給以上の給
料月額を受ける
職員

１００分の２０

４号給及び３号
給の給料月額を
受ける職員

１００分の１５

２号給及び１号
給の給料月額を
受ける職員

１００分の１０

別表第１備考第１項中「医療職給料表�」の下に「、任
期付職員条例第４条第１項に規定する給料表」を加える。

（管理職員特別勤務手当に関する規則の一部改正）

第２条 管理職員特別勤務手当に関する規則（愛媛県人事委

員会規則７－８０５）の一部を次のように改正する。

第２条第１項中第２号を第３号とし、第１号の次に次の

１号を加える。

� 一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５

年愛媛県条例第１号。以下「任期付職員条例」という

。）第４条第１項に規定する給料表の適用を受ける職

員 次に掲げる当該職員が受ける同項に規定する給料

表の号給又は給料月額に応じ、それぞれ次に定める額

ア ６号給及び７号給並びに任期付職員条例第４条第

３項の規定による給料月額 １２，０００円

イ ５号給 １０，０００円

ウ ２号給から４号給まで ８，０００円

エ １号給 ６，０００円

第２条第２項第１号中「校長」の下に「（第３号に掲げ

る教育職員を除く。）」を、「教頭」の下に「（同号に掲

げる教育職員を除く。）」を加え、同項第２号中「掲げる

教頭」の下に「及び次号に掲げる教育職員」を加え、同項

に次の１号を加える。

� 任期付職員条例第４条第１項に規定する給料表の適

用を受ける教育職員 次に掲げる当該職員が受ける同

項に規定する給料表の号給又は給料月額に応じ、それ

ぞれ次に定める額

ア ６号給及び７号給並びに任期付職員条例第４条第

３項の規定による給料月額 １２，０００円

イ ５号給 １０，０００円

ウ ２号給から４号給まで ８，０００円

エ １号給 ６，０００円

附 則

この規則は、平成１５年４月１日から施行する。
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愛媛県人事委員会規則７－９７６
特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則を次の

ように定める。

平成１５年３月３１日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則

特地勤務手当等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－

３６８）の一部を次のように改正する。

別表第１宇摩郡の項中
別子山村甲４７４番地 三島警察
別子山村甲４７７番地 別子山村

「

を削り、同項所在地の欄中「新
署別子山駐在所 ３級
教育委員会事務局 ２級 」

宮村大字新宮４４３番地」を「新宮村大字新宮４４６番地」に改

め、同項の次に次のように加える。

新居浜市 別子山甲４７４番地 三島警察署別子山駐在所 ３級

附 則

１ この規則は、平成１５年４月１日から施行する。ただし、

別表第１の改正規定中「新宮村大字新宮４４３番地」を「新

宮村大字新宮４４６番地」に改める部分は、公布の日から施

行する。

２ 改正後の特地勤務手当等に関する規則別表第１宇摩郡の

項の規定（三島警察署新宮駐在所に係る部分に限る。）は

、平成１５年３月１３日から適用する。


愛媛県人事委員会告示第１号
へき地等学校の指定（平成１３年１２月愛媛県人事委員会告示

第２号）の一部を次のように改正し、平成１５年４月１日から

施行する。

平成１５年３月３１日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

１�の表宇摩郡の項中 別子山村立別子小学校「
２級 」を削り、同項の次に次のように加える。
新居浜市 新居浜市立別子小学校 ３級

１�の表越智郡の項学校名の欄中「弓削町立佐島小学校」

人事委員会告示

愛 媛 県 報平成１５年３月３１日 第１４４３号外３

４



を削り、同表上浮穴郡の項中 小田町立小田深山小学校「
５級 」を削り、同項同欄中「美川村立美川小学校」を

削り、同表西宇和郡の項同欄中「瀬戸町立川之浜小学校」及

び「三崎町立名取小学校」を削り、同表北宇和郡の項同欄中

「津島町立北灘小学校福浦分校」を削る。

１�の表宇摩郡の項中 別子山村立別子中学校「
２級 」を削り、同項の次に次のように加える。
新居浜市 新居浜市立別子中学校 ３級

１�の表温泉郡の項中 中島町立中島中学校睦月分校「
１級 」を削り、同表上浮穴郡の項中 小田町立小田深山「
中学校 ５級 」を削る。

２�の表東宇和郡の項を次のように改める。
温泉郡 中島町立中島中学校

３�の表松山市の項の次に次のように加える。
上浮穴郡 美川村立美川小学校

３�の表越智郡の項の次に次のように加える。
東宇和郡 明浜町立明浜中学校


愛媛県公営企業管理規程第５号
愛媛県企業職員就業規程の一部を改正する管理規程を次の

ように定める。

平成１５年３月３１日

愛媛県公営企業管理者職務代理者

愛媛県公営企業管理局長 秋 川 秀 美

愛媛県企業職員就業規程の一部を改正する管理規程

愛媛県企業職員就業規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規

程第３号）の一部を次のように改正する。

第４条第２項に次のただし書きを加える。

ただし、特別の事情を有する職員であつて、管理者が適当

と認めるものの勤務時間については、別に定めるところによ

る。

附 則

この管理規程は、平成１５年４月１日から施行する。

公営企業管理規程

愛 媛 県 報平成１５年３月３１日 第１４４３号外３

５



平成１５年３月３１日 印刷
平成１５年３月３１日 発行
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